
○ 短時間強⾬（１時間降⽔量50mm以上）の発⽣回数が、全ての地域及び季節で増加。
○ ⼤⾬による降⽔量が全国的に約10％（Case1︓0.3〜1.7℃上昇時）〜約26％（Case4︓2.6〜4.8℃

上昇時）増加。
○ 河川の10年確率⽇流量※は全国的に増加。※10年に１回の確率で発⽣する豪⾬時の⽇当たりの最⼤河川流量

２ 農業・農村をめぐる情勢の変化
（３）⼤規模⾃然災害の頻発化・激甚化 (⽇本における将来予測(21世紀末))

█ 気温上昇シナリオごとの⼤⾬による降⽔量の将来増加予測（％）█ 地域別の１時間降⽔量50mm以上の
年間発⽣回数の変化予測

█ 河川の10年確率⽇流量の変化予測
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縄
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※棒グラフは現在気候（1980～1999年）と将来気候（2076～2095
年）の１地点当たりの年間発生回数を示し、縦線は年々変動の
標準偏差を示す。

※RCP8.5シナリオによる予測に基づく。

資料：気候変動の観測・予測及び影響評価統合レポート2018
（環境省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、気象庁）

※変化率＝将来の流量／現在の流量
（現在：1981～2000年、将来：2081～
2100年）

※梅雨期、台風期等に発生する豪雨に伴
う洪水に絞り6～10月の日流量から算出。

※RCP4.5シナリオによる予測に基づく。
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Case1

Case2

Case3

Case4

※Case1は0.3〜1.7℃、Case2は1.1〜2.6℃、Case3は1.4〜3.1℃ 、Case4は2.6〜4.8℃上昇を想定したもの。
※現在の上位5%の⽇降⽔量の平均に対し気温上昇のシナリオごとの上位5%の⽇降⽔量を⽐較した割合を⽰す。



○ ⼈⼝減少社会に⼊り、産業競争⼒の低下や地域社会の活⼒低下が懸念される我が国において、デジ
タル技術の活⽤による産業や社会の変⾰（デジタルトランスフォーメーション）は極めて重要な課題。

○ ロボット・AI・IoTなど社会の在り⽅に影響を及ぼすデジタル技術が急速に発展する中、政府におい
て「Society 5.0」を提唱し、ドローンやデータを活⽤した農業の⽣産性を⾼める技術（スマート農
業）が実⽤段階に⼊りつつある。

２ 農業・農村をめぐる情勢の変化
（４）⾰新的な新技術の実⽤化 ①スマート農業の実装

█ ニーズを踏まえた技術開発の例█ スマート農業技術の研究開発・実⽤化の状況

資料︓未来投資会議 構造改⾰徹底推進会合「地域経済・インフラ」会合（農林⽔産業）（第16回）（令和２年３⽉31⽇）
資料3-2「スマート農業の社会実装に向けた具体的な取組」

中⼭間地等多様な地域に適⽤できる⼩型の⾃動作業
機械等を開発中。(2018-2022)

リンゴ、ナシ等において、機械化に適した樹形の栽培⽅法を確⽴
するとともに、⽇中、夜間を問わず果実に傷を付けずに収穫可能
な⾃動収穫ロボットを開発中。 (2017-2020)

⼩型・機能特化型の⾃動⾛⾏農機

複数樹種共通で利⽤可能な果樹収穫ロボット
ＡＩを活⽤した病害⾍診断技術

トマト、キュウリ等を対象に、ほ場で病害⾍発⽣が疑われる徴候が
出たら、病斑等のビッグデータを基にAIがスマホ等で撮影した画像を
診断し、病害⾍の判定と対策を提⽰してくるアプリを開発中。2019
年までにアプリのβ版を作成。 (2017-2021)

傾斜地で利⽤可能な低価格無⼈草刈ロボット

⼩型トラクタ（30⾺⼒クラス） 果樹園⽤⾃動農薬噴霧器

従来の乗⽤型草刈機（1台100万円程度）の機能を絞
り込み、低価格の⼩型無⼈草刈機の試作機を開発し、実
⽤化に向けて現地実証を実施中。(2017-2019)
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農業のDXの推進

２ 農業・農村をめぐる情勢の変化
（４）⾰新的な新技術の実⽤化 ②農業のデジタル・トランスフォーメーションの推進

資料︓第76回⾼度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 第７回官⺠データ活⽤推進戦略会議合同会議（令和元年６⽉７⽇）
資料７「農業現場と農業政策のデジタル・トランスフォーメーション」
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○ 海外においては、⼈⼝増加・所得向上により、農林⽔産物・⾷品市場は2015年の890兆円から2030
年には1.5倍の1,360兆円に拡⼤すると⾒込まれる。あわせて、TPP11、⽇EU・EPA及び⽇⽶貿易協定
により、世界のGDPの約６割を占める巨⼤な市場が構築されることになる。

◯ 国内市場が縮⼩する中で、我が国農業は農林漁業者の所得向上を図るため、農林⽔産物・⾷品の輸
出の⼤幅な拡⼤を図り、世界の⾷市場を獲得していくことが不可⽋。

２ 農業・農村をめぐる情勢の変化
（５）海外の農林⽔産物・⾷品市場の拡⼤

█ 世界の飲⾷料市場規模※の将来⾒通し（すう勢）

※34か国・地域（GDP上位20か国、EU加盟国等）を対象
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資料︓農林⽔産政策研究所「世界の飲⾷料市場規模の推計」（平成31年３⽉）



○ TPP11、⽇EU・EPA、⽇⽶貿易協定が発効し、農林⽔産品の輸出重点品⽬のほぼ全てで輸出先国の
関税が撤廃される中、⾼品質な我が国農林⽔産物の⼀層の輸出拡⼤、輸出阻害要因の解消、６次産業
化・地産地消による地域の収益⼒強化等により、強い農林⽔産業を構築することが求められている。

◯ こうした中、「TPP政策⼤綱」に基づき、次世代を担う経営感覚に優れた担い⼿の育成や⽔⽥、畑作、
野菜、果樹等の産地や担い⼿が地域の強みを活かしたイノベーションを起こすことを⽀援し、農業の国
際競争⼒の強化を図ることが喫緊の課題となっている。

２ 農業・農村をめぐる情勢の変化
（６）TPP、⽇欧EPA、⽇⽶貿易協定の発効等グローバル化の進展

資料︓⾷料・農業・農村政策審議会企画部会（令和元年9⽉19⽇） 参考資料2-7 「国際関係資料」

█ ＥＰＡ（経済連携協定）の現状（全体像）
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○ 農業・農村との関わりが少なかった都市部の⼈材が農業・農村の価値や魅⼒を再認識し、都市と農
村を往来したり、農村に定住したりするなど、「⽥園回帰」による⼈の流れが全国的な広がりを持ちな
がら継続。

○ 農業と他の仕事を組み合わせた働き⽅である「半農半Ｘ」、デュアルライフ（⼆地域居住）やサテ
ライトオフィスなどの多様なライフスタイルの普及や、関係⼈⼝の創出・拡⼤、インバウンド需要の取
込みが、地域活性化に貢献。

２ 農業・農村をめぐる情勢の変化
（７）農村の持つ価値や魅⼒の再評価

█ 都市住⺠の地⽅への移住の意向 █ デュアルライフに対する関⼼（地域規模別）

資料︓国⼟交通省「国⼟形成計画の推進に関する世論調査」（平成27年度）
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資料︓平成29年度 第３回過疎問題懇談会（平成29年12⽉）
資料2-1「国⼟計画における過疎地域・集落問題等の位置付け」
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○ 2015年の国連サミットで、2030年までの開発⽬標である「持続可能な開発⽬標（SDGs）」が採択。
○ ⾷料、農業、農村分野においては、環境に配慮した⽣産活動を推進するとともに、持続可能な消費、

持続可能な地域づくりを進めていく必要があり、農林⽔産省では、優先課題８分野の達成に向けて様々
な施策を推進。

２ 農業・農村をめぐる情勢の変化
（８）持続可能な開発⽬標（SDGs）に対する関⼼の⾼まり

█ 優先課題８分野における農林⽔産省の取組
課題１︓あらゆる⼈々が活躍する社会・ジェンダー平等の実現
・健全な⾷⽣活を実現し、あらゆる⼈々が活躍する社会の礎を⽀えるた

め、「⽇本型⾷⽣活」の普及等の⾷育を推進 等

課題２︓健康・⻑寿の達成
・途上国の栄養不良問題の解決に向け、国内⾷品事業者等の栄養改善ビ

ジネスの国際展開等を⽀援 等

課題３︓成⻑市場の創出、地域活性化、科学技術イノベーション
・ロボット、AI、IoT等の先端技術を活⽤したスマート農業の全国展開

を加速化するため、スマート農業実証プロジェクトを開始

課題４︓持続可能で強靱な国⼟と質の⾼いインフラの整備
・農地や農業⽤⽔は、農業⽣産における基礎的な資源。これらの確保と

有効利⽤に向けて、担い⼿への農地の集積・集約化や農地の⼤区画化
等を推進

課題５︓省・再⽣エネルギー、防災・気候変動対策、循環型社会

課題６︓⽣物多様性、森林、海洋等の環境の保全
・持続可能な農業の推進のため、有機農業等、環境保全型農業を促進
・遺伝資源保全の促進に向け、海外植物遺伝資源の収穫・保存等の国際協

⼒を実施 等

課題７︓平和と安全・安⼼社会の実現

課題８︓SDGs実施推進の体制と⼿段
・途上国への官⺠ミッションの派遣、⼆国間政策対話等の枠組みを活⽤し、

途上国のフードバリューチェーンの構築を⽀援 等

・農業の成⻑産業化に向け、⽔⽥フル活⽤や、
⽔⽥の汎⽤化・畑地化の基盤整備等を推進
し、⾼収益作物への転換等を推進

・農⼭漁村を含む地域の活性化を図るため、
農泊をビジネスとして実施できる地域の体
制整備、農福連携の取組を推進 等

・⾃然災害の頻発化、激甚化に備え、農業⽔利
施設等の⻑寿命化や耐震化等のハード対策、
ハザードマップの作成等を適切に組合せた農
村地域の防災・減災対策を推進 等

・営農型太陽光発電や地域資源を活⽤した
バイオマス発電等、農林漁業と調和のとれ
た再⽣可能エネルギーの導⼊等を推進

・農林⽔産分野における気候変動影響評価、
温室効果ガス削減等の気候変動緩和技術開
発等を実施
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